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4. 地盤の解析用物性値 

4.1 設置変更許可申請書に記載された解析用物性値 

全応力解析に用いる解析用物性値として，設置変更許可申請書に記載された解析用物

性値を表 4.1－1～表 4.1－3 に，設定根拠を表 4.1－4 及び表 4.1－5 に示す。動せん断

弾性係数及び減衰定数のひずみ依存特性を図 4.1－1～図 4.1－7 に示す。設置変更許可

申請書に記載された解析用物性値については，原位置試験及び室内試験から得られた各

種物性値を基に設定した。 
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表 4.1－1 設置変更許可申請書に記載された解析用物性値 

（岩盤） 

 

  

表
4
.
1
－

2参
照
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表 4.1－2 設置変更許可申請書に記載された解析用物性値 

（岩盤） 
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表 4.1－3 設置変更許可申請書に記載された解析用物性値 

（Ｄ級岩盤・シーム・埋戻土・旧表土・ＭＭＲ・改良地盤） 
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表 4.1－4 設置変更許可申請書に記載された解析用物性値の設定根拠（岩盤） 

 

  

注記 ＊１ 社団法人日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG4601－2015）を参考に設定。
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表 4.1－5 設置変更許可申請書に記載された解析用物性値の設定根拠 

（Ｄ級岩盤・シーム・埋戻土・旧表土・ＭＭＲ・改良地盤） 

 

  

注記 ＊１ 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（社団法人土木学会，1992 年・2005 年）を参考に設定。
注記 ＊２ 設計用地盤定数の決め方-岩盤編-（社団法人地盤工学会，2007 年）を参考に設定。
注記 ＊３ 原子力発電所の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価技術〈技術資料〉（社団法人土木学会，2009 年）を参考に設定。
注記 ＊４ 港湾の施設の技術上の基準・同解説（公益社団法人日本港湾協会，2018 年）を参考に設定。
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図 4.1－1 Ｄ級岩盤（頁岩，頁岩・凝灰岩の互層）の動せん断弾性係数及び減衰定数のひ

ずみ依存特性 

 

 

図 4.1－2 Ｄ級岩盤（凝灰岩・凝灰角礫岩）の動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依

存特性 

 

 

図 4.1－3 Ｄ級岩盤（ドレライト・安山岩）の動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依

存特性 
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図 4.1－4 シームの動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存特性 

 

 

図 4.1－5 埋戻土・盛土の動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存特性 

 

 

図 4.1－6 埋戻土（購入土）の動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存特性 

 

 

図 4.1－7 旧表土の動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存特性 
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4.2.4 地盤の物性のばらつきについて 

建物・構築物及び土木構造物の地震応答解析においては地盤の物性のばらつき

を考慮している。詳細については，参考資料 17 に示す。 
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6. 地盤の速度構造 

6.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル 

入力地震動の設定に用いる地下構造モデルについては，解放基盤表面（EL－10m）か

ら EL－215m までの地盤をモデル化する。地下構造モデルの概要を表 6.1－1 及び表

6.1－2 に示す。入力地震動算定の概念図を図 6.1－1 及び図 6.1－2 に示す。 

対象施設に適用する地下構造モデルについて，参考資料 18 に示す。 
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表 6.1－1 入力地震動の策定に用いる地下構造モデル 

（１，２号機エリア） 

 

 

表 6.1－2 入力地震動の策定に用いる地下構造モデル 

（３号機エリア） 

 

  

速度層 Ｐ波速度 

(km/s) 

Ｓ波速度 

(km/s) 

単位体積重量 

(kN/m3) 

ポアソン比 

□1 層 0.80 0.25 20.6 0.446 

□2 層 2.10 0.90 23.0 0.388 

□3 層 3.60 1.60 24.5 0.377 

□4 層 4.00 1.95 24.5 0.344 

□5 層 4.05 2.00 26.0 0.339 

□6 層 4.95 2.35 27.9 0.355 

 

速度層 Ｐ波速度 

(km/s) 

Ｓ波速度 

(km/s) 

単位体積重量 

(kN/m3) 

ポアソン比 

○1 層 0.52 0.27 22.4 0.45 

○2 層 1.71 0.62 23.3 0.42 

○3 層 2.27 0.96 23.4 0.39 

○4 層 3.24 1.52 24.5 0.36 

○5 層 3.86 1.90 25.2 0.34 

○6 層 4.15 2.10 24.4 0.33 

○7 層 3.80 1.77 25.1 0.36 
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（原子炉建物） 

図 6.1－1 入力地震動算定の概念図（建物・構築物） 

 

 

図 6.1－2 入力地震動算定の概念図（土木構造物） 
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6.2 地震応答解析に用いる解析モデル 

建物・構築物の地震応答解析に用いる地盤モデルは，地盤調査結果に基づいて設定

する。建物・構築物の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値は「4.1 設置変

更許可申請書に記載された解析用物性値」を基本として設定する。 

また，土木構造物の地震応答解析に用いる地盤モデルは，構造物周辺の地盤調査結

果に基づいて設定する。土木構造物の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値

は，「4.1 設置変更許可申請書に記載された解析用物性値」及び「4.2 設置変更許

可申請書に記載されていない解析用物性値」を基本として設定する。 
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（参考）17-1 

（参考資料 17）地震応答解析にて考慮する地盤物性のばらつき 

 

1. 地震応答解析における地盤物性のばらつき 

地震応答解析においては，構造物の周囲に分布する岩盤，埋戻土及び旧表土に対し，動

せん断弾性係数等の地盤物性のばらつきを考慮した耐震評価を実施する。 

動せん断弾性係数等の地盤物性のばらつきは，各種試験結果に基づき算定する。 

 

1.1 地盤物性のばらつきの設定方法 

1.1.1 岩盤（ＣＨ級，ＣＭ級，ＣＬ級） 

ＰＳ検層結果に基づく原子炉建物基礎地盤の速度層構造を図 1－1及び図 1－2に

示す。ＣＨ級，ＣＭ級及びＣＬ級岩盤における動せん断弾性係数 Gｄ等の地盤物性の

ばらつきは，図 1－1 に示すＰＳ検層結果のばらつきを考慮し算定する。 

各ボーリング孔で測定されたＰ波速度（設計値）及びＳ波速度（設計値）の標準

偏差及び変動係数を表 1－1 のとおり算出した。耐震評価において考慮するＰ波速

度及びＳ波速度のばらつきについては，表 1－1 の結果を踏まえ，１，２層は 20％，

３～６層は 10％にそれぞれ設定した。 

耐震評価に用いる動せん断弾性係数 Gｄ等の地盤物性のばらつきの算定結果を表

1－2 に示す。 

 

 

図 1－1 原子炉建物基礎地盤の速度層断面図（南北断面） 
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（参考）17-2 

  

 

図 1－2 原子炉建物基礎地盤の速度層断面図（東西断面） 

 

表 1－1(1) ＰＳ検層結果に基づくＰ波速度の標準偏差及び変動係数 

速度層 
Ｐ波速度 

ＶＰ(km/s) 

標準偏差σ 

(km/s) 

変動係数 

(％) 

１層 0.80 0.024 3 

２層 2.10 0.400 19 

３層 3.60 0.097 3 

４層 4.00 0.078 2 

５層 4.05 0.180 4 

６層 4.95 0.400 8 

 

表 1－1(2) ＰＳ検層結果に基づくＳ波速度の標準偏差及び変動係数 

速度層 
Ｓ波速度 

ＶＳ(km/s) 

標準偏差σ 

(km/s) 

変動係数 

(％) 

１層 0.25 0.058 21 

２層 0.90 0.197 21 

３層 1.60 0.130 8 

４層 1.95 0.017 1 

５層 2.00 0.088 4 

６層 2.35 0.130 6 
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（参考）17-3 

表 1－2(1) Ｐ波速度のばらつき算定結果 

速度層 
Ｐ波速度（m/s） 

平均-σ 平均 平均+σ 

１層 640 800 960 

２層 1680 2100 2520 

３層 3240 3600 3960 

４層 3600 4000 4400 

５層 3645 4050 4455 

６層 4455 4950 5445 

表 1－2(2)  Ｓ波速度のばらつき算定結果 

速度層 
Ｓ波速度（m/s） 

平均-σ 平均 平均+σ 

１層 200 250 300 

２層 720 900 1080 

３層 1440 1600 1760 

４層 1755 1950 2145 

５層 1800 2000 2200 

６層 2115 2350 2585 

表 1－2(3) 動せん断弾性係数 Gｄのばらつき算定結果 

速度層 
動せん断弾性係数 Gd（N/mm2） 

平均-σ 平均 平均+σ 

１層 0.084×103 0.131×103 0.189×103 

２層 1.22×103 1.90×103 2.75×103 

３層 5.19×103 6.40×103 7.75×103 

４層 7.70×103 9.51×103 11.47×103 

５層 8.59×103 10.59×103 12.85×103 

６層 12.75×103 15.79×103 19.02×103 
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